
学校法人 明治東洋医学院の財務情報について　〈平成27年度〉

【学校法人会計について】 ・雑収入 

施設利用料収入や退職金財団交付金収入など、他の科目に分類されない収入です。

・人件費

専任教職員、非常勤講師などに支給する「本俸・期末手当・各種手当」、所定福利費などです。

・教育研究経費

教育・研究活動や学生の学習支援、課外活動支援に支出する経費です。

附属機関の医療経費及び附属事業経費も含まれます。

・管理経費

法人業務(総務・人事・経理）や学生募集活動など、教育研究活動以外に支出する経費です。

【資金収支計算書にだけみられる科目】

・資産売却収入

【作成する計算書類について】 固定資産及び有価証券などの売却収入です。

□ 資金収支計算書 ・前受金収入

翌年度入学の学生等に係る学生生徒等納付金収入などです。

・その他の収入

前会計年度末における未収入金の当該会計年度における収入などです。

□ 事業活動収支計算書 ・資金収入調整勘定

当該会計年度における未収入金及び前会計年度末における前受金です。

・施設関係支出

土地、建物並びに建物に附属する電気・給排水･暖房等の設備、庭園等の土木設備又は

□ 貸借対照表 工作物のための構築物、建物及び構築物が完成するまでの建設仮勘定などです。

・設備関係支出

教育研究用機器備品（標本及び模型の取得のための支出を含む。）、管理用機器備品、

【計算書類の主な科目の用語】 図書及び車両などです。

□ 資金収支・事業活動収支計算書に共通の科目 ・資産運用支出

・学生生徒等納付金 有価証券の購入及び収益事業に対する元入額などです。

授業料、入学金及び施設設備の拡充等のための資金として徴収する施設設備資金などです。 ・その他の支出

・手数料 前会計年度末における未払金の当該会計年度における未払金などです。

当該会計年度に実施する入学試験のための入学検定料及び追試験等のために徴収する試験料などです。 ・資金支出調整勘定

・寄付金 当該会計年度における未払金及び前会計年度末における前払金です。

特別寄付金（用途指定のあるもの）及び一般寄付金（用途指定のないもの）などです。

・経常費等補助金  【事業活動収支計算書にだけみられる科目】

国（日本私立学校振興・共済事業団を含む）や地方公共団体等から交付される補助金です。 ・資産売却差額 

・付随事業収入 ・収益事業収入  資産売却収入が当該資産の帳簿残高を超える場合のその超過額です。

附属鍼灸センターや附属統合医療センター等の事業収入及び受託研究等による受託事業収入、 ・基本金組入額

学生食堂などの補助活動収入、収益事業活動で得た利益収入です。 諸活動の計画に基づき、教育研究の維持・充実に必要な資産を継続的に保持するための金額です。 

・医療収入 ・資産処分差額

大学附属病院の医療収入です。 資産の帳簿残高が当該資産の売却収入金額を超える場合のその超過額です。

・受取利息・配当金収入  （除却損又は廃棄損を含みます。） 

預金や有価証券などの利息及び配当金収入です。 ・徴収不能額等

徴収不能とした額及び徴収不能となる見込額です。

　当該会計年度の事業活動収支の内容と均衡状態を明確にし、経営状況を表すものです。
　法人に帰属する負債（借入金）にならない収入と、資産・借入返済・積立金などの資本的支出に充
てる額を除いた支出を計上します。事業活動収支の均衡状態の維持は、事業活動収入と事業活動支出
が同額である状況といえます。

　期末（年度末）における資産・負債・純資産（基本金・繰越収支差額）を把握し、財政状態の健全
性を表すものです。 ※予算においては、作成を義務づけられていません。

　学校法人は、学校を運営しその目的である教育・研究を遂行することにあり、企業のように営利を
目的とすることはできません。教育活動は人材の育成を目的とし、研究活動はその成果を学内に留め
ることなく、社会に還元することを目的とします。
　企業会計は、収益と費用からその経営成績を知ることにありますが、学校会計は、計算書類によっ
て財務の面から、教育研究活動が円滑に遂行されたか否かを知ることにあります。
　教育研究活動を継続的に行うためには、施設・設備や教職員などの人員が必要です。教育研究環境
を充実・発展させるための資金や財産を管理するだけでなく、財務状況を正確に把握し、健全な経営
をしなければなりません。教育研究の諸活動は「計画＝予算」に基づいて運営しなければならず、予
算書は重要な計算書類であります。
　国または地方公共団体から補助金の交付を受ける学校法人は、「学校法人会計基準」に従い会計処
理を行い、計算書類を作成しなければなりません。
　会計基準では、「資金収支計算書」「事業活動収支計算書」「貸借対照表」の各計算書類の作成が
義務づけられています。

　当該会計年度（4 月 1 日～翌年 3 月 31 日）に行った諸活動に対応する全ての資金の動きを記録
することによって、当該年度の収入と支出の内容を明らかにし、支払資金（現金および預貯金）のて
ん末を表すものです。

学校法人会計について
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平成27年度 事業活動収支計算書

事業活動収入 事業活動支出

〈主な内訳〉 〈主な内訳〉

　学生生徒等納付金 1,674 　人件費 2,452

　 　寄付金 41 　教育研究経費 1,994

　経常費等補助金 316 　管理経費 250

　付随事業収入 114 　その他 18

　医療収入 1,754

　雑収入 131

分類 比　　　率 算　　　式 比　　　率 算　　　式 　その他 121

人 件 費 58.6% 58.9% 60.1% 57.3% 60.8% 人 件 費 59.4%

帰 属 収 入 (49.7%) (51.3%) (49.5%) (49.0%) (48.3%) 経 常 収 入

人 件 費 118.0% 123.9% 123.8% 125.4% 147.5% 人 件 費 146.5%

学 生 生 徒 等 納 付 金 (93.3%) (97.6%) (74.0%) (94.5%) (94.0%) 学 生 生 徒 等 納 付 金

教 育 研 究 経 費 41.0% 43.4% 47.1% 47.5% 45.9% 教 育 研 究 経 費 48.3%

帰 属 収 入 (35.8%) (35.9%) (36.1%) (36.4%) (36.4%) 経 常 収 入

管 理 経 費 6.3% 4.2% 4.2% 5.0% 4.4% 管 理 経 費 6.1%

帰 属 収 入 (7.2%) (7.1%) (7.2%) (7.0%) (7.3%) 経 常 収 入

借 入 金 等 利 息 0.2% 0.1% 0.1% 0.1% 0.0% 借 入 金 等 利 息 0.0%

帰 属 収 支 (0.4%) (0.3%) (0.3%) (0.2%) (0.2%) 経 常 収 入

帰属収入―消費支出 -6.3% -6.9% -11.8% -10.0% -11.4% 基 本 金 組 入 前 当 年 度 収 支 差 額 -13.5%

帰 属 収 入 (4.6%) (3.1%) (5.2%) (6.0%) (6.5%) 事 業 活 動 収 入

消 費 支 出 111.6% 110.8% 111.8% 117.6% 115.4% 事 業 活 動 支 出 107.3%

消 費 収 入 (107.5%) (107.8%) (105.2%) (105.6%) (106.0%) 事 業 活 動 収 入 ― 基 本 金 組 入 額

学 生 生 徒 等 納 付 金 49.6% 47.6% 48.5% 45.7% 41.2% 学 生 生 徒 等 納 付 金 40.5%

帰 属 収 入 (53.3%) (52.6%) (52.6%) (51.8%) (51.4%) 経 常 収 入

寄 付 金 0.3% 0.2% 0.1% 0.1% 0.1% 寄 付 金 1.1%

帰 属 収 入 (2.3%) (2.2%) (1.9%) (2.2%) (3.1%) 事 業 活 動 収 入

教育活動収支の寄付金 1.0%

経 常 収 入

補 助 金 5.5% 5.7% 5.3% 6.6% 6.0% 補 助 金 8.0%

帰 属 収 入 (10.2%) (10.3%) (10.3%) (10.5%) (10.0%) 事 業 活 動 収 入

教育活動収支の補助金 7.7%

経 常 収 入

基 本 金 組 入 額 4.8% 3.5% 0.0% 6.4% 3.5% 基 本 金 組 入 額 -5.8%

帰 属 収 入 (11.3%) (10.1%) (9.9%) (11.0%) (11.7%) 事 業 活 動 収 入

減 価 償 却 額 9.7% 9.9% 9.5% 9.3% 8.6% 減 価 償 却 額 8.9%

消 費 支 出 (9.9%) (9.7%) (10.0%) (9.9%) (10.1%) 経 常 支 出

経 常 収 支 差 額 -13.8%

経 常 収 入

教 育 活 動 収 支 差 額 -16.2%

教 育 活 動 収 入 計

□活動区分資金収支計算書

教育活動資金収支差額 -0.6%

教育活動資金収支計

※　下段（　）は全国平均(加重平均）

　平成27年度の財務状況は、経費の抑制を図りましたが、それ以上に専門学校の学納金収入の減少と資産運用のリスク回避に伴う運用益の減収が著し
く、事業活動収支差額比率は-13.5％となりました。
　教育改革や経営強化対策などを盛り込んだ、新たな「経営改善計画〈5カ年計画〉」を策定し、平成29年度には救急救命学科の開設による学納金収
入増を見込んでおります。また、人件費比率の適正化に向け、人事改革に取り組むこととしております。
　なお、各財務比率と経年推移は以下のとおりですが、本学院の大きな特徴のひとつとして、附属病院の「医療収入」が事業収入の約４割を占めてお
り、一般的に学納金収入がメインとなる学校法人の全国平均とは乖離している場合があります。

※ 平成27年度の計算書類から「学校法人会計基準」が改正されました。

　学校法人 明治東洋医学院の財務状況　１

区　　　　分　　（旧会計基準）
22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

区　　　　分　（新会計基準）
27年度

事
　
業
　
活
　
動
（

消
　
費
）

　
収
　
支
　
計
　
算
　
書

1 人 件 費 比 率 1 人 件 費 比 率

2 人件費依存率 2 人件費依存率

3
教 育 研 究
経 費 比 率

3
教 育 研 究
経 費 比 率

4 管理経費比率 4 管理経費比率

5
借 入 金 等
利 息 比 率

5
借 入 金 等
利 息 比 率

6
帰 属 収 支
差 額 比 率

6
事業活動収支
差 額 比 率

7 消費収支比率 7
基本金組入後
収 支 比 率

8
学 生 生 徒 等
納 付 金 比 率

8
学 生 生 徒 等
納 付 金 比 率

9 寄 付 金 比 率 9 寄 付 金 比 率

10
経 常 寄 付 金
比 率

10 補 助 金 比 率 11 補 助 金 比 率

12
経 常 補 助 金
比 率

11 基本金組入率 13 基本金組入率

12
減 価 償 却 費
比 率

14
減 価 償 却 費
比 率

15
経 常 収 支
差 額 比 率

16
教育活動収支
差 額 比 率

（百万円）

教育研究経費比率は、収入に対して教育や研究にかけて
いる経費の比率を示しています。本学院は全国平均より
高く推移し、教育研究活動が充実していることがわかり
ます。

収入に対する人件費の比率を示しており、高すぎると経
営を圧迫していることになります。本学院は全国平均よ
り10％程度高く推移しており、人事改革を推進すること
により、適正化を図ることとしております。

4,7144,151

1
教育活動資金
収支差額比率
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３．教育研究経費比率
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全国平均

明治東洋医学院

全国平均
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平成27年度末 貸借対照表
分類 比　　　率 算　　　式 比　　　率 算　　　式 資　産 負債・純資産

固 定 資 産 74.5% 75.1% 76.5% 84.4% 81.9% 固 定 資 産 78.4% 〈主な内訳〉 〈主な内訳〉

総 資 産 (86.3%) (86.1%) (85.8%) (85.9%) (85.6%) 総 資 産 　土地･建物･構築物 負債

有 形 固 定 資 産 60.4% 59.3% 60.1% 61.1% 61.5% 有 形 固 定 資 産 62.0% 　機器備品･図書等 借入金

総 資 産 (59.6%) (59.3%) (59.0%) (59.1%) (59.3%) 総 資 産 　有価証券等 未払金

そ の 他 の 固 定 資 産 14.0% 15.8% 16.4% 23.4% 20.5% 特 定 資 産 0.0% 　収益事業元入金 前受金

総 資 産 (26.7%) (26.9%) (26.8%) (26.8%) (26.3%) 総 資 産 　現金・預金 純資産

流 動 資 産 25.5% 24.9% 23.5% 15.6% 18.1% 流 動 資 産 21.6% 　未収入金 1号基本金

総 資 産 (13.7%) (13.9%) (14.2%) (14.1%) (14.4%) 総 資 産 　その他 4号基本金

固 定 負 債 8.4% 7.8% 7.2% 7.3% 7.1% 固 定 負 債 7.6%

総 資 産 (8.9%) (9.1%) (8.8%) (8.7%) (8.7%) 負 債 ＋ 純 資 産

流 動 資 産 5.0% 5.7% 5.7% 4.1% 4.6% 流 動 負 債 4.6%

総 資 産 (5.9%) (6.0%) (5.9%) (5.8%) (5.6%) 負 債 ＋ 純 資 産

運 用 資 産 ― 総 負 債 26.2% 27.2% 27.0% 27.5% 26.9% 運 用 資 産 ― 総 負 債 12.5%

総 資 産 (25.7%) (25.6%) (26.4%) (26.4%) (26.4%) 総 資 産

運用資産―外部負債 1.38年 1.42年 1.36年 1.35年 1.03年 運用資産―外部負債 0.80年

消 費 支 出 (1.45年) (1.44年) (1.52年) (1.52年) (1.52年) 経 常 支 出

自 己 資 金 86.6% 86.5% 87.0% 88.6% 88.3% 純 資 産 87.8%

総 資 産 (85.3%) (84.9%) (85.3%) (85.5%) (85.7%) 負 債 ＋ 純 資 産

消 費 収 支 差 額 -20.1% -22.9% -25.7% -30.9% -35.6% 繰 越 収 支 差 額 -36.8%

総 資 産 (-13.8%) (-15.0%) (-15.4%) (-16.0%) (-16.6%) 負 債 ＋ 純 資 産

固 定 資 産 86.0% 86.8% 87.9% 95.3% 92.8% 固 定 資 産 89.3%

自 己 資 金 (101.2%) (101.1%) (100.2%) (100.1%) (99.9%) 純 資 産

固 定 資 産 78.4% 79.7% 81.2% 88.0% 85.9% 固 定 資 産 82.2%

自己資金＋固定負債 (91.7%) (91.6%) (91.1%) (91.2%) (90.7%) 純 資 産 ＋ 固 定 負 債

流 動 資 産 511.4% 438.1% 408.7% 378.6% 395.6% 流 動 資 産 466.7%

流 動 負 債 (233.2%) (232.1%) (242.8%) (243.4%) (255.0%) 流 動 負 債

総 負 債 13.4% 13.5% 13.0% 11.4% 11.7% 総 負 債 12.2%

総 資 産 (14.7%) (15.1%) (14.7%) (14.5%) (14.3%) 総 資 産

総 負 債 15.4% 15.6% 14.9% 12.9% 13.2% 総 負 債 13.9%

自 己 資 産 (17.3%) (17.8%) (17.2%) (17.0%) (16.7%) 純 資 産

現 金 預 金 641.1% 803.5% 855.0% 601.2% 654.6% 現 金 預 金 782.5%

前 受 金 (335.0%) (343.0%) (357.2%) (355.6%) (369.4%) 前 受 金

退職給与引当特定資産 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 退職給与引当特定資産 0.0%

退 職 給 与 引 当 金 (61.2%) (56.9%) (57.4%) (57.4%) (57.1%) 退 職 給 与 引 当 金

基 本 金 97.6% 98.1% 98.5% 99.4% 99.4% 基 本 金 101.6%

基 本 金 要 組 入 額 (96.7%) (96.7%) (96.9%) (96.9%) (97.0%) 基 本 金 要 組 入 額

減 価 償 却 累 計 額 56.1% 58.6% 59.6% 61.7% 63.5% 減 価 償 却 累 計 額 65.1%

減価償却資産取得価額 (47.7%) (48.6%) (49.5%) (50.0%) (50.3%) 減価償却資産取得価額

運 用 資 産 32.3%

要 積 立 額

※　下段（　）は全国平均(加重平均）

貸
　
借
　
対
　
照
　
表

1
固 定 資 産
構 成 比 率

1
固 定 資 産
構 成 比 率

2
有形固定資産
構 成 比 率

2
有形固定資産
構 成 比 率

3
その他の固定
資産構成比率

3
特 定 資 産
構 成 比 率

4
流 動 資 産
構 成 比 率

4
流 動 資 産
構 成 比 率

5
固 定 負 債
構 成 比 率

5
固 定 負 債
構 成 比 率

6
流 動 負 債
構 成 比 率

6
流 動 負 債
構 成 比 率

7
内 部 留 保
資 産 比 率

7
内 部 留 保
資 産 比 率

8
運 用 資 産
余 裕 比 率

8
運 用 資 産
余 裕 比 率

9
自 己 資 金
構 成 比 率

9
純 資 産
構 成 比 率

10
消費収支差額
構 成 比 率

10
繰越収支差額
構 成 比 率

11 固 定 比 率 11 固 定 比 率

12
固 定 長 期
適 合 率

12
固 定 長 期
適 合 率

13 流 動 比 率 13 流 動 比 率

14 総 負 債 比 率 14 総 負 債 比 率

負 債 比 率 15 負 債 比 率

16 前受金保有率 16 前受金保有率

20 積 立 率

17
退 職 給 与
引 当 預 金 率

17
退 職 給 与 引 当
特定資産保有率

18 基 本 金 比 率

26年度
区　　　　分　（新会計基準）

27年度

19
減 価 償 却
比 率

19
減 価 償 却
比 率

18 基 本 金 比 率

15

区　　　　分　　（旧会計基準）
22年度 23年度 24年度 25年度

資金の流動性を示しており、一般的に200％以上が望まし
いとされています。本学院は流動負債の額も少なく、流
動性は高く推移しています。

全ての資産に対する自己資金の比率を示しており、一般
的には50％以上が望ましいとされています。本学院は全
国平均より若干高く、借入金などの外部資金に頼ってい
ないことがわかります。
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0
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16,802
（百万円）

　学校法人 明治東洋医学院の財務状況　２
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９．自己資金構成比率
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１３．流動比率

明治東洋医学院

全国平均

明治東洋医学院

全国平均


